
別記様式

令和４年度（２０２２年度）補助金等交付一覧
(檜山振興局)

課等名 補助事業等の名称 補助事業等の概要 補助事業者等の名称 補助金等の額 摘 要

水産課 日本海ニシン栽 檜山地域ニシン種苗生産放流事 檜山管内水産振興 7,335,000円 ５月１３日 交付決定
培漁業定着事業 業を実施するに当たり、種苗生 対策協議会 ８月２２日 公表

産・放流に必要な経費に助成す
る。 （乙部町）

注１ 課等ごとに公表する場合は、「課等名」欄は適宜削除して使用すること。
２ 「補助事業の概要」欄は、補助金等の交付の対象とした事業の内容を簡潔かつ具体的に記載すること。
３ 「補助事業者等の名称」欄は、補助事業者等の名称及び所在する市町村名を記載すること。
４ 「摘要」欄には、補助金等の交付決定日及びこの様式による補助金等の交付の内容の公表日を記載するほか、公表した内容を修
正したときは、その修正内容 (箇所 )について記載すること。
なお、内容を修正した場合でも、公表期間は当初の公表をした日から１年間とする。



別記様式

令和４年度（２０２２年度）補助金等交付一覧
(檜山振興局)

課等名 補助事業等の名称 補助事業等の概要 補助事業者等の名称 補助金等の額 摘 要

水産課 日本海漁業経営基 日本海地域における漁業の発展 上ノ国町 12,995,000円 令和 4年 7月 15日 交付決定
盤安定強化事業 と安定及び漁業生産の向上を図 令和5年 3月 7日 公表

るため、漁場の環境条件に対応 （上ノ国町）
する生産体制構築の取り組みを
推進するために必要な施設整備
等の実施に対して補助する。

江差町 9,725,000円 令和4年 7月 15日 交付決定
令和5年 3月 7日 公表

（江差町）

注１ 課等ごとに公表する場合は、「課等名」欄は適宜削除して使用すること。
２ 「補助事業の概要」欄は、補助金等の交付の対象とした事業の内容を簡潔かつ具体的に記載すること。
３ 「補助事業者等の名称」欄は、補助事業者等の名称及び所在する市町村名を記載すること。
４ 「摘要」欄には、補助金等の交付決定日及びこの様式による補助金等の交付の内容の公表日を記載するほか、公表した内容を修
正したときは、その修正内容 (箇所 )について記載すること。
なお、内容を修正した場合でも、公表期間は当初の公表をした日から１年間とする。



令和４年度(2022年度 )補助金等交付一覧
(檜山振興局)

課等名 補助事業等の名称 補助事業等の概要 補助事業者等の名称 補助金等の額 摘 要

老朽化している漁業集落 せたな町 14,014,000円 ５月 31日 交付決定
水産課 漁村整備事業 排水施設の機能保全工事 （せたな町） ３月29日 公表

費に対し補助する。

老朽化している漁業集落 上ノ国町 25,000,000円 ６月３日 交付決定
漁村整備事業 排水施設の機能保全工事 （上ノ国町） ３月29日 公表

費に対し補助する。

注１ 課等ごとに公表する場合は、「課等名」欄は適宜削除して使用すること。
２ 「補助事業の概要」欄は、補助金等の交付の対象とした事業の内容を簡潔かつ具体的に記載すること。
３ 「補助事業者等の名称」欄は、補助事業者等の名称及び所在する市町村名を記載すること。
４ 「摘要」欄には、補助金等の交付決定日及びこの様式による補助金等の交付の内容の公表日を記載するほか、公表した内容を修
正したときは、その修正内容 (箇所 )について記載すること。
なお、内容を修正した場合でも、公表期間は当初の公表をした日から１年間とする。



別記様式

令和4年度(2022年度 )補助金等交付一覧
(檜山振興局)

課等名 補助事業等の名称 補助事業等の概要 補助事業者等の名称 補助金等の額 摘 要

北海道離島漁業 離島漁業の再生復興のた 奥尻町 25,322,500円 令和４年６月 10日 交付決定
水産課 再生支援交付金 め市町村や漁業集落が行 （奥尻町） 令和５年３月 30日 公表

等事業 う漁場の生産力の向上に
関する取組や漁業の再生
に関する実践的な取組等
に対して支援する。
また、島内の新たな雇用
創出のための取組（海業）
に対して支援する。

注１ 課等ごとに公表する場合は、「課等名」欄は適宜削除して使用すること。
２ 「補助事業の概要」欄は、補助金等の交付の対象とした事業の内容を簡潔かつ具体的に記載すること。
３ 「補助事業者等の名称」欄は、補助事業者等の名称及び所在する市町村名を記載すること。
４ 「摘要」欄には、補助金等の交付決定日及びこの様式による補助金等の交付の内容の公表日を記載するほか、公表した内容を修
正したときは、その修正内容 (箇所 )について記載すること。
なお、内容を修正した場合でも、公表期間は当初の公表をした日から１年間とする。


